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本報告書の対象範囲

◆対象期間：２０１０年４月１日～２０１１年３月３１日

◆対象組織：２０１１年３月時点の全組織（海外および連結子会社を除く）の環境管理活

動を対象としています。

◆環境に関するホームページＵＲＬ

http://www.nesic.co.jp/csr/environment.html

◆環境報告書発行部門／お問い合わせ先

ＮＥＣネッツエスアイ株式会社 ＣＳＲ推進部 環境推進グループ

０３－６６９９－７００４

◆発行責任者 執行役員常務 南 省吾

◆編集責任者 ＣＳＲ推進部長 畑間 直治
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１．環境報告書発行にあたり

２０１１年９月

執行役員常務 南 省吾

※ 当社ＣＳＲホームページ

http://www.nesic.co.jp/csr/index.html

当社は、昨年10月に文京区内（飯田橋ファーストタワー内）に本社を移転し
ましたが、その際に旧品川本社では一部適用していたＥｍｐｏｗｅｒｅｄＯｆｆｉｃｅ
（オフィス改革）ソリューションを全フロアーに導入致しました。その結果、新本
社では、省エネ、省資源（ペーパーレス）、省スペース効果を最大限に引き出
すため、様々な対策を施したオフィス環境を実現いたしました。更に、働き方
の改革を通して抜本的なコスト改革や、省エネ、事業継続性向上のための仕
組みづくりにも力を入れております。

ただし、このたびの3月11日の東日本大震災と原子力発電所の事故がもたら
した影響により、今後のエネルギー需要や事業継続性の側面からは、より大
きな視点での取組みを検討していく必要があると考えます。そのために、当社
は、これまでにも地球温暖化問題や省エネ問題に対して、ＥｍｐｏｗｅｒｅｄＯｆｆｉｃ
ｅ（オフィス改革）ソリューションや環境・省エネソリューションに取り組んでまい
りましたが、クラウドサービス事業を通じ、エネルギー需要（省エネ化）にます
ます貢献してまいります。

本報告書は、２０１０年度の当社における「環境への取組み」を取りまとめてお
ります。このような活動をベースに、当社は、これからも更なる情報提供および
コミュニケーション機会を充実させ、誠実で信頼されるネットワークＳＩｅｒを目指
してまいります。

今後とも、ＮＥＣネッツエスアイをよろしくお願い申し上げます。

http://www.nesic.co.jp/csr/index.html
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会社概要

商号 ＮＥＣネッツエスアイ株式会社

英文商号 NEC Networks&System Integration Corporation

設立 １９５３年１１月２６日

資本金 １３１億２２百万円（２０１１年３月末現在）

本社所在地 東京都文京区後楽２－６－１

ＨＰアドレス http://www.nesic.co.jp

事業内容

ネットワークシステムに関する、企画・コンサルティングや設
計・構築などの提供および国内３００ヶ所以上の保守サービ
ス拠点による、２４時間３６５日対応の保守・運用、監視サー
ビスならびにアウトソーシングサービスの提供

国内ネットワーク ２０１１年９月１日 現在

支社 ４ ﾈｯﾄﾜｰｸﾄｰﾀﾙｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ ２

支店 １３ サービスセンター ２１

営業所 ３３

２．会社概要

経営関連情報

２１７，９４８２１７，７２７２４９，０７０２５８，２１２２５４，６４１売上高（百万円）

［連結経営指標］

［単独経営指標］

５，９３９５，９９８５，９０６５，８１７６，４０７従業員数（名）

１０，９３１１０，１２５１１，２１１１０，４２３７，８６０経常利益（百万円）

１３，１２２１３，１２２１３，１２２１３，１２２１３，１２２資本金（百万円）

１０，９００９，４４７１０，５０４１０，１７４４，７３６経常利益（百万円）

１９８，８３８１９６，６２０２２５，９４３２３７，８９３１８９，４９８売上高（百万円）

４，１５４

２００９年３月

４，３４４４，２８２４，２２８２，９２０従業員数（名）

２０１１年３月２０１０年３月２００８年３月２００７年３月決算年月

【沿革】
１９５３年１１月 日本電気工事株式会社 設立

１９８０年１２月 商号を「日本電気システム建設株式会社」に変更

１９８３年１２月 東京証券取引所第二部へ株式上場

１９９０年 ７月 技術研修・研究施設として神奈川県伊勢原市に

伊勢原テクニカルセンターを開設

１９９２年 ９月 東京証券取引所第一部銘柄に指定

１９９３年 ７月 本社を東京都品川区に移転

１９９９年 ７月 ＩＳＯ１４００１認証を取得

※審査機関：㈱日本環境認証機構

２００５年１０月 商号を「ＮＥＣネッツエスアイ株式会社」に変更

２００７年 ４月 ＮＥＣテレネットワーク株式会社を経営統合

２００７年 ７月 ＩＳＯ１４００１認証範囲を変更し、ＮＥＣテレネット

ワーク株式会社のＩＳＯ認証を統合

２００７年 ７月 企業向けトータルオフィスソリューション

「EmpoweredOffice」を事業化

２００８年 ４月 ㈱ニチワ（兵庫県神戸市）を関係会社とする。

２００８年 ４月 東京都内に総合オペレーションセンターを開設。

２００８年１１月 東京都内に統合デリバリー・オペレーション・セン

ターを開設。

２０１０年１０月 本社を東京都文京区に移転。

２０１０年１１月 第一アドシステム（東京都渋谷区）を関係会社と
する。

［報告対象組織］ 関係会社を除く当社全組織（海外に関わる事業活動は含まず）

［報告対象事業所］ 本社および首都圏５事業所、４支社、１３支店、３３営業所

［対象期間］ ２０１０年４月１日～２０１１年３月３１日

［報告書発行日］ ２０１１年１０月１日 ［次回発行予定］２０１２年１０月

［参考にした環境報告書に関する基準］ 環境省・環境報告書ガイドライン

［作成部署］ ＣＳＲ推進部 環境推進グループ ［連絡先］ ０３－６６９９－７００４

［報告対象の変化］ なし

http://www.nesic.co.jp


３．環境方針・ＣＳＲ方針

４

基本理念
ＮＥＣネッツエスアイは、情報化社会のシステムインテグレーターとして、全社
員が｢地球にやさしい事業活動｣に取り組み、環境と調和する企業を目指し豊
かな社会の実現に貢献します。

行動指針

ＮＥＣネッツエスアイは、環境との調和を経営の重要課題の一つとして、社員
一人ひとりが、以下の環境保全活動を推進します。

（１）情報通信システムのコンサルティングから企画、設計、資材調達、ソフト提供、施工、保守
運用までをインテグレートする活動、製品およびサービスの全領域において、環境に影響
を与えていることを認識したうえで、技術的・経済的に可能な限り環境の向上に努める。

（２）環境汚染を未然に防止するとともに、継続的な改善をはかる。
（３）環境関連法令、協定およびその他要求事項の遵守、環境に影響を与えるおそれのある
活動、製品およびサービスを管理する。

（４）環境方針に基づく管理活動を展開するにあたり、年度目的・目標を定め、活動、製品
およびサービスの各段階で省資源・省エネルギーの推進、廃棄物の削減などを推進する。
かつ、その施策を環境マネジメントプログラムの中で実行し、改善をはかる。

（５）環境方針を文書化し、全社員へ周知するとともに、環境マネジメントシステムにより実施し
維持する。

（６）環境方針は、広く公開するとともに、地域社会に貢献する。
２００７年４月１日
代表取締役執行役員社長

山本 正彦

お客様への対応お客様への対応

すべての人が
システムとサービスの恩恵を享受

信頼性の高い
情報通信インフラの構築

セキュリティを多面的に確保

ＣＳＲ基盤整備ＣＳＲ基盤整備

リスクマネジメントと
コンプライアンスの強化

お客様との信頼関係の構築

地球温暖化への対応と
環境保全

働きやすい職場づくりとグローバルな人材育成

ＣＳＲ方針
コンプライアンスを最優先し、事業活動を通じて社会の課題解決に取り組み、健全な収益の向上を図り社会へ
還元することにより、各ステータスホルダーとの信頼関係を構築します。

環境方針

当社を取り巻くステークホルダーおよび社会にとって、重要な課題やニーズを明確にし、優先的に取り組む７つ
のテーマを選定しました。

当社が取り組んでいる７つのテーマ



４．環境マネジメントシステム

５

運営体制

ＩＳＯ１４００１認証状況

当社は、環境マネジメントシステム「ISO14001」を１９９９年７月２８日に認証取得しました。

２０１０年度は、１１月８日～１１月１２日間に更新審査（ISO9001との複合審査）を受審し、

「ISO14001:2004規格に基づく環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑが継続して有効である」と判定されました。

１ 審査機関 （財）日本品質保証機構（ＪＱＡ）
２ 登録日 １９９９年１２月１７日

３ 有効期限 ２０１１年１２月１６日
４ 登録証番号 ＪＱＡ－ＥＭ０６４０

５ 登録事業者名
ＮＥＣネッツエスアイ株式会社
東京都文京区後楽2丁目6番1号

環境管理組織図

２０１１年４月現在

当社は、環境管理を経営の最重要課題の一つとして、環境管理推進のためのしくみ・体制を

強化しています。具体的には、中央環境管理委員会（委員長：環境担当役員）において、全社

の環境戦略・方針を審議、決定し、重点課題に対するフォローアップを行っています。また、下

部機関としてCSR推進部長（環境マネジメントシステム管理責任者）を議長として環境推進者会

議を毎月開催し、環境管理活動を推進しています。

関係会社認証状況

ＪＱＡ㈱ニチワ

ＤＮＶトーヨーアルファネット㈱

ＤＮＶネッツエスアイ東洋㈱

審査機関会社名

※ＤＮＶ：デット ノルスケベリタスエーエス DNVビジネスアシュアランス ジャパン



５．環境負荷

６

事業活動

IN
PUT

OUT
PUT

重油他

41 ｋｌ

ガソリン

316,942ﾘｯﾄﾙ

都市ガス

89,893㎥

化学物質

2,488 ｋｇ

紙

99,964 ｋｇ

水

44,365㎥

電気

10,356,091
kwh

ＣＯ２排出量

5,632．74トン

廃棄物

最終処分量

285 トン

リサイクル量

1,988トン

発生量

2,273トン

排水

41,925㎥

電気：オフィスで使用した電力消費量

ガス：オフィス空調で使用した都市ガス消費量

水 ：オフィスで使用した上水道消費量

紙 ：オフィスで使用したコピー用紙消費量

化学物質

鉛はんだ、塗料、接着剤等

ＣＯ２排出：電力、都市ガス等エネルギーの使用に伴っ
て発生する二酸化炭素発生量

排水：オフィスからの生活廃水

廃棄物発生量：一般廃棄物＋産業廃棄物の総量

リサイクル量 ：廃棄物を再資源化した総量

処分量：廃棄物を焼却処分または埋立処分した総量

凡 例 INPUT OUTPUT



６．２０１０年度 新たな活動

７

本社全フロアのEmpoweredOffice化

電力消費が大きくなり、『要注意』のゾーンになると、
大自然の森が枯れ果てて、荒れ果てて、無惨な姿に
なります。

２０１０年１０月に本社を品川から飯田橋に移転しました。その際、全フロアーの
EmpoweredOffice化に伴ない以下の施策を実施しました。
・書庫・引出し削減によるノーペーパー･ワーキングへの意識付け促進
・複合機・シュレッダーの台数削減
・テレビ会議システム端末増設による遠隔会議の促進
・立ちミーティング活用による時間的ロスの削減
・シンクライアント化推進によるＰＣ端末の消費電力削減
・交換機室の省エネ空調設備導入
これらにより消費電力削減２２％削減（2009下期／2010下期対比、空調除く）が図
れました。

また、全フロアにデジタルサイネージを設置して電力使用量をリアルタイムに投影し、
従業員に対して省エネルギーに向けた意識改革を促進しました。



７．法順守状況・内部監査・環境会計

８

法順守状況

「法規制の順守」は経営の最重要事項であり、従来より企業倫理の社内体制の整
備や啓発活動を推進してまいりました。

その中で、２０１０年度の本社移転の際に、より正確にエネルギー使用量を把握す
べく適正な見直しを行いましました。

また、廃棄物管理に関しても、マニフェスト管理および行政報告、廃棄物処理会社
現地確認などを計画的に実施致しました。

このような活動の結果、事業所周辺環境に重大な影響を与える事件・事故や環境
関連法令違反、行政指導等はありませんでした。

内部監査

２０１０年度は、２０１０年７月２１日～２０１１年２月４日の間、１３サイトの内部

監査を実施し、その結果は以下の通りです。内部監査の結果は、環境管理総括責

任者に報告され、マネジメントシステムの改善等を実施致しました。

３５件

評価できる点

７件

観察事項

２１件７件０件１３サイト

要望事項軽微な不適合重大な不適合監査実施サイト数

環境会計

１２７，４０４

０

５，１５８

０

４０，５６６

３００

３６０

７６，５６８

０

４，４５２

費用

３８，３３３０資源有効活用資源有効活用

１３，３５７０地球温暖化防止対策地球温暖化防止事業エリア内コスト

００

環境活動に関わる人件
費 ＩＳＯ維持・環境監査
費用

管理活動

管理活動コスト

００環境配慮型製品設計環境配慮型製品設計上・下流コスト

００遵法対応・化学物質管理リスク対応

００廃棄物処理費用等資源循環活動

００社会貢献・情報公開社会活動社会活動コスト

００研究開発に関わる費用研究開発研究開発コスト

５１，６９００合計

００その他その他環境損傷対応コスト

経済効果投資額小分類中分類大分類

２０１０年度の集計結果は以下の通りです。 （千円）



９

２５％削減
（０８年度対比）

△１００トン９３トン
コピー用紙購入量削減
２００８年度実績対比 ３０％削減４

［事業を通した環境改善（エコソリューション）推進］

（５％改善）
○

（MWH）

１０，３５６
（６，８２５）

（MWH）

７，１０６
電力購入量削減 （※１）

前年度実績対比 １％削減３

［自動車対策］［物流対策］

０．５ｋｍ／
㍑向上

○１４．７１４．０
エコドライブ推進による
平均燃費の向上（ｋｍ／㍑）
対象車両（２４０台）

７

２１％改善△２．３０２．５０
首都圏仕立て便積み合せ率向上（件）
●１台当り配送件数向上により、
物流における環境負荷低減

８

２％向上○９９％９５％
NEC環境意識調査 （※２）

“ｴｺ･ｴｸｾﾚﾝｽ層 ６０％以上”
６

５％減少△８６％

１２５台

１００％

９０％

２０１０年度
計画

［意識改革］

２９台減少△９６台
環境配慮型製品（エコシンボル製品）
販売促進５

１００％維持○１００％一般廃棄物リサイクル率向上２

産業廃棄物リサイクル率向上１

前年対比
評
価

２０１０年度
実績

環境目的・目標

デジタル複合機による紙情報の電子化、ペーパーレス会議の実施推進、

本社移転に伴なう事務備品の寄付・売却
資源有効利用

電力使用量削減、社有車両のエコカー導入とエコドライブ推進、物流の環境
負荷低減、改正省エネ法対応(定期報告書・中長期計画書作成、届出）地球温暖化防止

環境意識調査実施による高環境意識層の拡大人材育成・意識啓発

オフィス改革省エネ･ﾍﾟｰﾊﾟｰレスソリューション「ＥｍｐｏｗｅｒｅｄＯｆｆｉｃｅ」推進エコソリューション推進

取組み指 標

◆２０１０年度の主な取組み

８．環境目的・目標と実績

◆２０１０年度の主な取組みと成果

※１：電力購入量
２０１０年度分実績から改正省エネ法で指定の定期報告書での報告数値を記載しました。また、２０１０年１０
月の本社移転後の空調エネルギーが都市ガスから電気に変更になったため、その空調分を加味した数値（カッ
コ内の数値）を参考に記しました。

※２：ＮＥＣ環境意識調査
ＮＥＣグループでは、環境と調和した持続可能な社会を構築するために、社員ひとり一人の環境意識向上の
ため、これまで年１回全社員を対象に環境意識調査を実施し、２０１０年度調査において高環境意識層（ｴｺ･ｴｸ
ｾﾚﾝｽ）はほぼ１００％に達成するに至りました。

達成：○ 未達成：△



９．社会貢献活動

１０

当社は、健全な社会発展のため、良き企業市民として、地域社会を始めとするすべてのステー
クホルダーに対して「できることから少しずつ」を合言葉に国際協力、災害復旧支援などの社会
貢献活動に取り組んでいます。

社団法人

日本キリスト教海外医療協力会
海外への保険医療従事者の派遣活動使用済み切手

社団法人

日本キリスト教海外医療協力会
海外の子供達の感染症予防ワクチン接種ペットボトルキャップ

財団法人 ジョイセフ

［家族計画国際協力財団］
開発途上国での妊産婦の健康保持活動使用済みプリペイドカード

社団法人

日本ユネスコ協力連盟

「世界寺小屋運動」として開発途上国の人
たちの識字教育

書き損じはがき

寄贈先収益金の使用目的収集している物品

当社の社会貢献活動の詳細はhttp://www.nesic.co.jp/csr/contribute.html でご覧になれます。

収集活動・義援金等による国際貢献収集活動・義援金等による国際貢献

東日本大地震への支援活動東日本大地震への支援活動

２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災の現地復旧支援として、当社労働組合の協力の
もと、社員から義援金を募り、被災社員への給付、日本赤十字社への寄付等を実施しました。

地域社会との共生地域社会との共生

当社は地域社会とのつながりを重視し、様々な活動を展開しております。

本社移転に伴い分散していたオフィスを集約した際に、余剰となった防災備蓄品をオフィスの
所在地である港区芝浦港南地区総合支所へ寄贈しました。寄贈した非常食は、港区芝浦港南
地区総合支所が防災の日に因み開催する防災グッズの展示会で紹介され、試食会で来場さ
れた区民に提供されました。また、寄贈品の一部については、東日本大震災で被災した福島
県いわき市に送っていただき実際にお役に立てていただきました。

本社移転に伴い全執務フロアーのスリム化を実施し、余剰となった什器等を旧本社が所在して
いた品川区内の福祉施設へ寄贈しました。

文京区にある障がい者支援施設「ワークショップやまどり」の方々が製造したパン類の社内販
売を開始しました（２０１１年２月から２回／月）。

活動内容

http://www.nesic.co.jp/csr/contribute.html


［数値データ］

１１

４７，６０５５６，７６５━ＧＪ電気（空調推計分）

２０２２━ｋｌA重油（２００９年度から追加）

２１２１━ｋｌ灯油（２００９年度から追加）

５，６３１６，１７４━ｔ・CO2ＣＯ２排出量

９２．３

１９４．８８

２，３２８．６１

２，５２３．４９

０．００

１９４．８８

１９１．５１

２，１３７．１０

１９１．５１

２，３３１．９８

１１７，１５０

５７，０２１

３００，４６７

（１８５，９５０）

９，６６２，１２５

2009年度

８７．２

３７１．５７

２，５２１．９０

２，８９３．４７

０．００

３７１．５７

１８１．７７

２，３４０．１３

１８１．７７

２，７１１．７０

１３２，６８９

５３，９６４

２７７，２０５

━

━

2008年度 2010年度単位

２，０７８．４８ﾄﾝ産業廃棄物発生量

９９，９６４ｋｇコピー用紙

４４，３６５ｍ３水

３１６，９４２ﾘｯﾄﾙガソリン

（８９，８９３）ｍ３都市ガス（２０１０年度上期まで使用）

１９４．５１ﾄﾝ一般廃棄物リサイクル量

１，７９３．２９ﾄﾝ産業廃棄物リサイクル量

１９４．５１ﾄﾝ一般廃棄物発生量

２，２７２．９９ﾄﾝ廃棄物発生量

０．００ﾄﾝ一般廃棄物処分量

２８５．１９ﾄﾝ産業廃棄物処分量

８７．５％廃棄物リサイクル率

２８５．１９ﾄﾝ廃棄物処分量

１，９８７．８０ﾄﾝ廃棄物リサイクル量

１０，３５６，０９１ＫＷＨ電気（２００９年度から対象見直し）

※１ ２００９年度から対象を全ての事業所に拡大し、従来はデータ把握していなかった営業所等の電気消費量（空調

含む）を推計し算入ました。

２０１０年１０月の本社移転後は空調エネルギーを都市ガスから電気に変更しました。そのため、 ２０１０年度

の電気消費量は前年度より増加していますが、それまで本社で使用の都市ガスは電気消費量（空調推計分）に

含めて計算しているため、全体の電気使用量は削減しています。

※２ 都市ガス消費量（カッコ内の数値）は、電気消費量（空調推計分）に含めて計算しているため参考値です。

※３ 産業廃棄物発生量は、現場工事扱い量に伴ない減少傾向にあります。

※４ 一般廃棄物発生量は、本社移転に絡む書庫整理等により若干増加しました。

※５ ２００９年度のリサイクル率は、がれき類の発生が多かったため例年に比べ高くなっております。

※１

※１

※２

※３

※４

※５
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